


　日常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護事業）のために開発された、「契約締結判定ガイドライン」は、初期相談以降、契約締結までの一連の流れの中で使用します。
　さらに、初回の契約締結から３か月後およびそれ以降は、契約締結判定ガイドラインの「契約内容の理解」以降を中心に用いながら、契約書の一部である支援計画が利用者の状況にあっているかどうかを確認することとなります。

　この契約締結判定ガイドラインは、利用希望者の契約締結能力を判定できるように作成されています。この契約締結判定ガイドラインで判断できない場合は、利用希望者の了解を得た後に、県社協の契約締結審査会に諮ることになります。

　この場合は、実施社会福祉協議会が、契約締結判定ガイドラインで面接した記録を、県社協が設置する契約締結審査会に提出し、審査を依頼することとなります。

　契約締結審査会での審査の結果は、援助の上で留意するべきこと等の助言とともに実施社会福祉協議会に連絡されますから、専門員はそれをよく理解してその後の対応を行うことが必要です。

　契約締結判定ガイドラインの使い方については、「日常生活自立支援事業実施要領」の別添「契約締結判定ガイドライン」をご参照ください。



① 初回の契約締結に際して、本人の契約締結能力を確かめるとき


② 支援計画を変更する際に、本人の契約締結能力を確かめるとき


③ 解約のとき
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契約締結判定ガイドラインを使用する場面






























































２　契約締結判定ガイドラインの解説
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